






分場問題について、別稿 1 での対象期間（2013 年
























Ⅱ．最終処分場問題の経緯（2014 年 4 月から 10
月まで）
1．環境省による候補地選定の遅れ

















































を追加してふるいに掛け、対象地を約 1 万 5,000
㌶に絞った。そして、処分場に必要な面積 2.8㌶













て、2012 年 9 月に矢板市塩田の国有地を選定し
た前回と今回とを比べると、今回は項目数が前回





7 月 31 日、環境省は「間髪入れずに」第 5 回
























トップ、町民ら約 200 人が参加した 18。
4．塩谷町における条例の制定




















































補地となった矢板市の署名数（約 4 万人）の 4 倍
以上の 17 万 1,352 人になったと発表した 27。
Ⅲ．三つの「ポジティブ展開事例」



































































































最小数値は、2012 年 4 月 9 日に環境省が栃木
県を含む候補地 5 県に対して風評被害防止や地域
振興の費用として提示した 50 億円の交付金の 1




















































































































































最大値の 80 億円（ないし 100 億円）までの間の、
電源立地地域対策交付金および電源立地等推進対
策交付金に相当する額 15 億円（六ヶ所村の例に
より）、完全雇用促進費 20 億円（1000 人分× 200
万円）、計 35 億円を一つの試算額として提示する
次第である。
図 1　塩谷町人口構成（平成 17 年国勢調査による）42
図 2　塩谷町労働力状態別人口推移（国勢調査による）42
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女性 820 1,077 1,059 1,535 1,325 1,043 97











1985年 1990年 1995年 2000年 2005年
非労働力 3,649 3,920 4,169 4,361 4,274
完全失業者 153 142 229 276 381
















年 9 月、61-67 頁）。指定廃棄物は放射性セシウム濃度が 1
㌕当たり8,000 ﾍﾞ ｸﾚﾙを超える焼却灰や稲わらなどで、発生
都県内で処理することが決まっている。国による指定廃棄
物の処分は、2012 年 1 月施行の放射性物質汚染対処特措
法に基づき、各県での処分が基本方針となっている。
2
 2014 年 4 月10 日付朝日新聞「候補地選定 1～ 2 カ月」。な
お新聞は以下も含めてすべて朝刊。
3
 同 5月27 日付下野新聞「来月上旬提示は困難」。
4
 同 5月28 日付下野新聞「選定検証へ第三者機関」。
5
 同 5月 31日付読売新聞「第三者機関の役割疑問」。
6






強調した（同 6 月 4 日付下野新聞「『検証機関』めぐり論戦」）。
7
 同 6 月10 日付朝日新聞「選定遅れ、県に謝罪」。
8
 同 7月17 日付下野新聞「処分場早期設置に意欲」。
9
 同 7月 31日付下野新聞「塩谷町に国が提示」。
10
 同 9 月 9 日付下野新聞「評価項目減り順位逆転」。
11
 同 7月 31日付日本経済新聞「地元説明・風評対策焦点に」。
12






項目の半分で点数化した（同 7月 30 日付下野新聞「処分場
候補地は塩谷町」）。①②③の項目については 5 点満点の 5





























たらすぐに原因を突き止め、対策を施すという（同 9 月 5 日
付朝日新聞「水源地の森なぜ候補地に」。
14
 同 8 月1日付毎日新聞「市町村長会議　環境相出席も溝深
く」。この会合で那須町の町長は、「1 県 10 億円では体育館
を建設できる程度。県全体が受ける風評被害は 1 桁違う」
とし、処分場建設に伴う地域振興や風評被害対策として国
が提示した「5 県で 50 億円」という金額に不満を示した（同
8 月23 日付下野新聞「自県処理に根強い不満」）。
15
 同 8 月1日付産経新聞「環境相『国が責任を持つ』」。
16
 同 8 月2 日付下野新聞「選定闇討ち　矢板と同じ」。
17
 同 8 月 6 日付朝日新聞「白紙撤回の意見書可決」。
18







ている（同 8 月 8 日付朝日新聞「国よ　住民の声　真摯に
聞いて」。
19
 同 8 月21日付下野新聞「環境省に疑問点ただす」。
20
 同 8 月27 日付読売新聞「塩谷選定　項目減が影響」。
21
 同 9 月1日付読売新聞「処分場『撤回を』住民決議」。
22
 同 9 月17 日付下野新聞「湧水条例案　可決の公算」。
23
 同 9 月20 日付下野新聞「最終処分場、規制対象に」。
24
 同 9 月20 日付朝日新聞「候補地含め保全地域へ」。
25
 同 10 月 4 日付産経新聞「塩谷町が環境省に質問書」。
26
 同 10 月11日付下野新聞「環境相、首長会議出席へ」。
27
 同 10 月23 日付読売新聞「環境副大臣が候補地視察」。
28




 同 9 月22 日付朝日新聞「反対運動　やわらかく」。
31
 同 9 月29 日付日本経済新聞「指定廃棄物　埼玉は『ゼロ』」。
32
 2014 年 4 月10 日付読売新聞「処分場風評対策　5 県 50
億円」。
33
















 六ヶ所村 HP「電源三法交付金交付実績額」 http://www.




 塩谷町 HP「人口の動き」 http://www.town.shioya.tochigi.jp 
（2014 年 10 月現在）
42
 同「塩谷町統計書」 http://www.town.shioya.tochigi.jp/div/





This paper presents the choice process of the designated disposal site of nuclear waste in Tochigi prefecture. 
The Environment Ministry chose the Shioya town as the site proposed for the designated disposal of nuclear waste. 
Shioya town including municipal government, municipal assembly and the resident group continue to oppose the 
proposal. 
The opposition movement continues such as signature-collecting campaign, lobbying and appeal activities. Toch-
igi prefectural government is trying to adjust differences of views between the Environment Ministry and the Shioya 
town. But thing are getting serious because many temporary disposal sites (170 places in Tochigi prefecture) are on 
the verge of flowing out of pollution.
This paper also presents the provisional calculation of the “Cost of Risk Burden” which is related to the “Promo-
tion of Regional Development Subsidy”. This is one of the proposal for resolving difficult problems between central 
government and local government.
（2014 年 10 月 31 日受理）
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